民主党　企業団体委員会　御中

第３回『新しい公共』づくりをめざした市民と民主党の政策形成プロジェクト
社会福祉事業分野における

高齢者・障がい者雇用促進に向けた提言

平成22年3月25日

特定非営利活動法人　NPO人材開発機構

水谷　正夫

Ⅰ．非営利法人の福祉事業者の雇用課題

1． 組織マネジメント人員（次世代リーダー）の不足

介護保険制度施行され10年を超え、福祉事業の経営改革を担ってきたリーダー層に世代交代が迫ってきた。しかし、福祉事業に働く多くの職員は、事業経営スキルを磨く機会がなかったり、適性に欠ける人材が多く、次世代リーダー候補不足に不安が大きい。

2． 経理事務などの事務要員の不足

福祉事業設立の人員基準は、看護・介護職や機能訓練職など介護スタッフには厳しい要件があるが、事務職は必要人員とはなっていない。事務業は管理者が兼務するという前提なのであろう。しかし、福祉事業は請求業務や各種複雑で煩雑な事務業務で現場は振り回されている。事務作業の時間外勤務で、疲労が重なっている。

3． 授産事業の各種専門技術・技能職の適任者不足

障害者の通所授産施設などでは、企業や行政からの委託事業だけでなく、各種の自主事業を行っている。例えば、パンやケーキなど食品、貴金属や織物、陶器など手工芸品など専門的技能の必要な事業である。一般市場での競争に打ち勝つためには、専門技能職の助けが必要であるが、人材確保が困難となっている。

4． 介護職処遇改善交付金が生み出す事業者負担のジレンマ

交付金は介護職に限定され、看護職・ケアマネ・リハビリ・栄養士や事務職員などの職種は対象とならない。職場内で、特定の職種しか賃金アップしないとなると他の職種の理解が得られないばかりか、職場内の人間関係、ひいては業務遂行にも支障となりかねない。心ある経営者は、持ち出しで、他の職種の賃金アップすることになり、事業者負担が大きくなっている。
＜提言＞

1． 事務スタッフ雇用加算

事務職を採用した福祉事業者には、事業運営加算が取得される。この加算で、次世代リーダーの発掘・育成できるだけでなく、経営力の強化につながることが期待される。

2． 介護職処遇改善交付金をすべての職員を対象とする

24年度以降も交付金を継続するなら、その対象には介護職以外の全職員も加える。現在、交付金の制度利用を躊躇している事業所も、将来全職種が対象となるなら、申請する可能性が高まろう。

Ⅱ．中・高齢者（ホワイトカラー）の就業に関わる課題

1． 人（社会）のために役立つ仕事、自分のできる仕事の実現のハードル

企業で活躍したビジネスマンは、第二の人生を社会（人）のため役立つ仕事をしたいと考えている人が多い。しかし、自分のキャリア（ホワイトカラー）を活かせる仕事が見当たらないとあきらめている人が多い。

2． 年金受給者の憂鬱

年金を受取れるようになった世代が、高額の所得を得ると年金を減らされるということで、心理的に就業意欲がそがれている。現状では、60歳～65歳までの年金受給者が年金と所得の合計月間収入が28万円を越えると、年金支払いが減少していく仕組みになっている。

3． 成年後見人が必要となる差し迫る状況変化

団塊世代の親は、要介護者で認知症高齢者となっている人の割合が高い。自らも近い将来の老後の不安・心配も大きい。その中で資産・財産管理は大きな不安要素である。最近では、親子でも資産管理については、金融機関の対応が厳しくなっており、成年後見人を要請されるケースが増えてきている。また、身寄りのない単身老人の資産管理には、成年後見人は不可欠であるが、後見人のなり手は非常に少ない（仕事がきつい）。経済的な面でも安心して老後が過ごせない。

＜提言＞

1． 返却年金寄付金制度

年金受給者が高額の収入を得ることで、年金が減らされるという後ろ向きの発想から、減少した年金相当額を寄付できる制度に変更する。公益性がある団体であれば、寄付先は自ら選べるし、それができない人は国（行政）に寄付することになる。高額所得者であればあるほど、高額の寄付が可能となり、ポジティブな税制となろう。寄付した額は、所得税控除の対象ともなり、実利的なメリットも生み出せる。

2． 公認成年後見人制度

利害関係が複雑な家族関係や身寄りのない老人や親のいない障害者への成年後見人は、その報酬は、国の制度で保障する。同時に国家資格として、誇りの持ち、安定した収入が得られるような専門職としての地位を構築する。この公認成年後見人は、ホワイトカラーの経験者が適しているように思われる。

Ⅲ．障害者雇用促進に関わる課題

1． 雇用義務のない零細企業に手薄な障害者雇用助成

雇用義務のある56人以上規模の法人で雇用されている障害者は実数で約24万人、一方56名未満の企業は約60万人を雇用しており、零細企業が障害者雇用を支えている。しかし、零細企業には制裁措置がないとの理由からか、雇用助成や支援対象から外されている。
2． 首都圏の求人難と地方の求職難の著しいギァップ

障害者雇用が本社を中心に行われることで、本社所在が集中する東京・首都圏に結果として障害者雇用が集中し、求人難を作り出している。ところが、障害のある人は全国各地に存在していて、本人の希望は叶うことであれば、生まれ育った地域で働くことを願う人は多いが、求人は少ない。採りたい企業は5万とあるのに人がいない首都圏。かたや働きたい障害者が5万といるのに採りたい企業が限られる地方との構図となっている。

3． 身体障害者に偏る企業（雇用）ニーズ

日本の障害者雇用（247,512名）は身体192,870名（77.9％）知的45,900名（18.5％）精神8,742名（3.5％）と身体障害者に大きく偏っている。企業の障害者雇用義務がはじまったころは、身体障害者に限られていた（その後知的障害者の雇用が雇用率に反映できるようになった）。そのような歴史的変遷の中で、企業は身体障害者の戦力化にはある程度知識は持ったものの知的障害者、ましてや精神障害者を如何にして戦力にするかの経験がなくむしろ不安の方が強いのが多くの企業の実情である。

注：情報やご意見を秦政（はたまこと）さん（NPO就業・雇用支援センター理事長）からいただきました。

＜提言＞

1． 障害者就労後の研修などフォローアップ事業制度

障害者の通所授産施設（新法の就労移行、就労継続B型施設）から企業など（特に中小企業）に就職した障害者が安定して就業を継続できるように、施設のジョブコーチや就業支援員により、障害者本人の適性や特性を育成することで、職場での仕事の幅を広げる取り組みに対する事業。

2． 農林水産業など零細事業者の障害者雇用特別補助制度

農林水産事業者や零細企業が、障害者の雇用をしても、障害者ひとり一人の特性に応じた仕事のやり方や能力の発揮しやすい環境整備に手を向ける余裕がない。人的、経済的両面から障害者雇用・研修補助金を手厚くする。障害者求人の少ない地方では、特に農業においては、障害者の仕事の適正により、新しい野産物生産が注目されている。
資料１．社会福祉事業者の経営課題　
注（資料１～４　1都3県における第一種社会福祉法人のうち、高齢者または障害者施設を有する社会福祉法人1,040法人を対象に平成18年10月実施。201法人集計）
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資料２．社会福祉事業者の人材確保育成に関する課題
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資料３．社会福祉事業者の経営幹部候補生として民間企業出身者を採用する意欲はあるか
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資料４．社会福祉事業者の経営幹部候補生として民間企業出身者採用で危惧すること

[image: image4.wmf]民間企業出身者採用についての心配・危惧
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資料５．ＮＰОの人事労務の課題

注：資料5,6　ＮＰＯ事業サポートセンター「ＮＰＯの企業人材受入れと企業人のＮＰＯ就業意向に関する調査研究」
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資料６．ＮＰОの求める人材の条件

_1116827402.xls
Graph1

		その他

		無答

		仕事に対する評価のしかた（人事考課）が難しい

		仕事の権限委譲が難しい

		ボランティアの絶対数の不足

		利用者とスタッフ・ボランティア数のバランスの維持

		専門的能力を持ったボランティアの不足

		スタッフやボランティアに研修等の機会を提供できない

		運営スタッフの絶対数の不足

		スタッフの保険や福利厚生などが不備である

		専門能力を持った運営スタッフの不足

		スタッフに適切な給与を払えない



3.5

3.9

9.3

12.8

22.6

23.7

26.1

33.5

40.9

44.4

51.4

66.5



Sheet1

		ＮＰＯの人材問題における課題（いくつでも）		サンプル数
＝257

		項目

		その他		3.5

		無答		3.9

		仕事に対する評価のしかた（人事考課）が難しい		9.3

		仕事の権限委譲が難しい		12.8

		ボランティアの絶対数の不足		22.6

		利用者とスタッフ・ボランティア数のバランスの維持		23.7

		専門的能力を持ったボランティアの不足		26.1

		スタッフやボランティアに研修等の機会を提供できない		33.5

		運営スタッフの絶対数の不足		40.9

		スタッフの保険や福利厚生などが不備である		44.4

		専門能力を持った運営スタッフの不足		51.4

		スタッフに適切な給与を払えない		66.5





Sheet1

		





Sheet2

		





Sheet3

		






